
明治期三条町の「市」と庖舗商業

I はじめに

日本における定期市研究は，石原j閏が示したよう

に1¥ 地理学のみならず民俗学，社会経済史学の分

野においてかなりの研究成果を蓄積してきた。なか

でも，中島義ーによって，今日まで存続してきた日

本各地の定期市の現況が明らかにされている九

しかし，これまでの研究事例において，定期市と

常設居舗の経済的関係の実態は，重要な課題とされ

ながらも，ほとんど追究されてこなかった。殊に，

資料的制約があったとはいえ，過去におけるその実

態はまったく不明である。このような段階にもかか

わらず， 1"定期市からやがて常設応舗へ」という発

展段階的説明が，定説として一般化しているといえ

よう。立地論において Stineが提示したモデルは，

地域需要密度と交通条件を変数として，行商からJ苫

舗商業への移行を理論的に説明しているが3)， 一般

化にはより多数の事例による検証が必要で、あろう。

日本の定期市分布をみると，市街地において常設

庖舗と併立しながら存続しているものが少なからず

あり，このような一元的な段階移行説ではそれらを

説明できないことが指摘されてきた針。例えば，黒

崎千晴は，史的空間における在郷市場の進化系列に

ついてはなお未解明であるとしている九また，北

見俊夫は，岩手・青森両県よりも秋田県下で定期市

が盛んであることを疑問視している6)。 さらに中島

義ーは，定期市分布に対して周圏論にかわる合理的

説明を求めている7)。

一方，近年では，現在の定期市に関する現地調査

が盛んに行われるようになった。この結果，常設庖

舗との掛け買いを嫌い， 1"市」での気楽な現金購買

岡村 治

を好む「購買慣習」や8)， 社交の場としても「市」

が機能していることが報告されへ「市」が単なる経

済的交換の場ではなことが指摘されている。しかし，

それらは，消費者に視点をあてた点で、重要で、あるが，

その結論が現時点における「市」の存在意義である

点で，一元的段階移行説への疑問という上記課題の

解明とは直接に結びつきにく L、。

筆者は，以上のような問題点をふまえつつ，定期

市の存続に関する地域特性の解明は，重要な地理学

的課題のひとつであると考える。そこで，本稿では，

まず明治前期の新潟県南蒲原郡三条町10)において，

定期市と常設庖舗のそれぞれの実態を明らかにし

両者の機能的関係を究明する。そして，当時の定期

市と常設庖舗が併立存在できた要因を考察したい。

明治前期に時代設定した理由は，資料残存の理由と

同時に，東日本における定期市が地域によって衰退

あるいは存続する転換期で、あったとみなされるから

である日)。

E 三条町の常設庖舗商業

三条町は信濃川l下流に位置し，古くから信濃川舟

運によって栄えた町で、あった。また，五十嵐川との

合流点にあたることから，上流の下田谷・栃尾谷な

どの山村との結節点でもあった〈図1)。三条町周辺

は近世初頭から幾多の所領変遷をみるが，明治初年

には三条町は村上藩領，家並みを連ねて東に隣接す

るーノ木戸村は高崎藩領，北に接する裏館村は新発

田藩領というように所領錯綜地域であった12)。享{呆

3年(1718)以降 3度にわたり三条町は隣村のーノ

木戸村・田島村を相手どり両村が広舗を構えて荷業

行為をすることが三条町商業の既得権を侵すと主張
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図1 研究対象地域

し幕府へ訴訟している向。このことからも窺える

ように，三条町とその周辺地域における商品流通が，

早くから庖舗商業を舞台として活発に展開していた
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図2 明治初年三条町の町割り

ことがわかる。

明治初期の「三条町絵図山』をもとに，町割り形

態を図 2に示した。これによれば，五十嵐川に並行

する本町通りは，上町・大町・ーの町から四の町ま

での 6つの町名にわかれていた。また，五の町にお

いて信濃川に並行する道路と直交していたことがわ

かる。この他，本町通り北側の裏通りに面しては，

鍛冶職人が集往する鍛冶町や1へ東本願寺別院や西

本願寺別院がある寺町などがあった。しかし，主要

な商業地区は本町通りであり，後述するように 2

・7の六斎市であった三条「市」もその路上で開催

されていた。本町通りに面する各戸の間口をみると，

上町・大町・四の町では 3~4 開であるが，ーの町

・二の町・三の町では 8間程度であった。つまり，

本町通りの両端部では狭い間口の家が多く，中央部

では広い間口を有する家が多かった。この図にみら

れる明治初期の町割り形態は，現在でも基本的に変

化することなく踏襲されている。

では，この当時の三条町にはどのような常設庖舗

があり，またどのような商業活動をおこなっていた

のであろうか。次に， Ii'諸営業商金高取調表1刊さと

もとに検討する。

『諸営業商金高取調表」は，三条町で商業および

工業を営む者を対象として，明治14年 (1881) 7月

から翌日年6月までの 1年間の売り上げ金額あるい

¥¥ 

(三条市立図書館所蔵「三条町絵図」より作成)
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は所得金額の調査結果を記したものである 17)。この

調査の目的は，営業税課税にあたっての事前の実態

調査にあったと推定される。資料内容からは商業を

営む者について下記4項目が共通して把握される。

①営業種目， ②売り上げ金額， ③居住地〔町名)，

④氏名である。なお，資料には，例えば穀物小売と

炭小売を兼ねる者など 1人で複数の種目を営業す

る事例が多数認められるが，その場合は売り上げ金

額が多い種目を採用して集計した。また，詳細な居

住地に関しては現在のところ他に照合すべき適当な

史料が確認できないため，ここでは町名をもって居

表 1 条町における小売業種構成
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(1諸営業商金高取調表」より作成〉

住地の基本的単位とする。

まず，小売業種目の構成をみてみよう。表 1には

33種の小売業種を，食料品・衣料品・鉄類・身の回

り品・燃料その他に大きく分類し，さらに売り上げ

金額を 4つに区分して示した18)。売り上げ金額では

衣料品が最も多く，全体の39%を占めている。なか

でも太物と古着の合計は32%を占め，小売業におい

て突出していたことがわかる。しかし古着につい

ては，売り上げ金額 500円未満に37人いる一方で，

1， 500円以上にも 4人いることから営業規模に格差

があったと認められる。各種目の人数をみると，食

料品が154人と最も多く，全体の34%を占めている。

特に酒類小売に54人もいることが注目される。なぜ

これほど多し、かは目下のところ不明であるが，居酒

屋を含んでいる可能性があると思われる。また，売

り上げ金額で39%を占めた衣料品は，人数では全体

の21%とやや低くなるが，そのうちの古着小売には

55人おり小売業者中突出している。その他，古鉄や

材木の種目に多数あるが，これは三条町で、は近世以

降金物産業が特化しつつあったことや，五十嵐川土

流域から出荷される材木の集散地であったことを示

すものと思われる19)。

次に卸売業種の構成をみると〔表 2)，小売業と同

様に売り上げ金額では衣料品の占める割合が36%と

高かったことがわかる O しかし，衣料品のなかでも，

卸売では特に呉服の売り上げ金額が突出していた点

が異なっている。他の種目に比して，呉服は相対的

に単価が高いことがその理由としてあげられるが，

小売よりも卸売に人数が多いことを考えあわせると，

三条町周辺の町場を含めたより広範囲な卸売商圏を

有していたことが背景として考えられる。また，呉

服の他にも，鉄物卸売や穀物卸売もそうであったと

みられる。

『諸営業商金高取調表』からみる限り，明治前期

の三条町の庖舗商業は，このように大規模かっ高次

な機能を有していたことが指摘できょう。
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E 三条町の定期市

三条「市」の起源については定かではないが，永

徳2年 (1382)の『米良文書』には「三条七日市場」

の記述がみられるという 20)。その後の三条「市」の

経過は不明なものの，近世後期には 2・7の六斎市

として，毎月 2・17日には上町・大町・ーの町で，

7・22日には二の町， 12・27日は三の町の順で「市」

が立ち，また四の町と五の町はそのいずれの市日に

も「市」が立ったと言われている21)。しかし明治

21年 (1888)に県庁へ提出された市場開設願によれ

ば，各市日とも開催区域は上町から五の町までの本

町通り全域と，本寺小路，八幡小路および堤通りと

されている22)0 このことから，三条「市」は近世後

期から明治前期の聞に，出庖数や開催区域の拡大を

伴う隆盛の時期をむかえたことが窺える。

昭和30竿代にはじまるモータリゼーションによっ

て開催区域の変更を余儀なくされる以前，新潟県内

の大部分の定期市は，市街のメイン・ストリートで

開催されていた。先に述べたように，三条の定期市

も，昭和35年に現在の北三条駅周辺に移転する以前

は本町通りに出庖がみられた。しかし一般に過去

の定期市に関する記録は予想以上に少なく，出居の

具体的状況を知りうる資料が残存している事例は，

極めて稀れと言っても過言ではあるま¥，，2九近世期

以降定期市が存続してきた新潟県もその例外ではな

L 、。

このようななかにあって，三条町では明治12年

(1879) 8月7日に「市場商高取調簿」が作成され，

三条町会所文書として現存している 25)。この「市場

商高取調簿」は，前述の「三条町諸営業商金高取調

表」と同様に，営業税徴収にあたっての事前の詳細

な商業実態調査を意図して作成されたものと考えら

れる O 資料は全5冊から成り，出庖区域を 1番組か

ら5番組までに分け26)，それぞれの実態を一冊ずつ

にまとめている。ただし調査担当者が組によって

異なっていたらしく，各冊の記載様式には若干の相

違が認められるO とはいえ，この資料から明治12年

8月7日の三条「市」出庖者について，次の 4項目

が把握できる O すなわち，①氏名②居住地③販売品

目④販売金額である O また，管見の及ぶ限りにおい

て，それら 4項目の記載されている資料としてはこ

れが時間的に最も遡及が可能な限りのものといえるc

この資料にもとづき，以下で明治前期の三条「市」

の具体的状況を検討しようと思う。

表31こは明治12年8月7日の三条「市」の出庖構

成を示した。出応総数は 286T苫であった。これは現

在の三条中央「市」の出広数と比較すると，やや多

い程度といえる27)0 品目別に出庖構成をみると，当

然のことながら現在の「市」では販売されていない

品目が多数あったことが注目される O 例えば，種i由・

柄i由・薪柴木などの燃料や，古鉄，材木，薬といっ

た品目は現在では全く出屈をみないものである 28)。

なかでも，古鉄・金物の出!苫数が15庖もあることは

「金物の町三条」を反映してのことと考えられる。
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三条町における「市」出庖構成表 3
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たかも 2つの市場が開催されていたような状況とみしかし他方では，競菜や鮮魚・四十物の生鮮食料

ることのほうが適切かもしれない(図2参照〕。加品，太物・古着の衣料品，荒物・小間物の日用雑貨

出庖品目から開催区域の特色をみると次の 2えて，といった現在の「市」とも共通する品目の出庖数が，

1番組と 5番組では競点が指摘できる。ひとつは，全体の 3分の 2を占めていたので、ある。とくに，読

菜をはじめとした生鮮食料品の出庖比重が高いこと菜出庖が全出庖数の35%を占める 100庖を示してい

2番組・ 3番組では古鉄・金物や太である。また，ることは注目すべきところである。また，売り上げ

日用雑貨や衣料品の出庖が主であっ物・古着など，金額をみると，太物・古着品目が突出していること

たことが指摘できる。すなわち，三条「市」の出底がわかる。単価の違いがあるために単純な比較はで

同時にそ配置は，本町通りの東西両端域に集中し，「市」全体の売り上げ金額の約半分きないものの，

こでは生鮮食料品を販売する出庖が多かったことがにのぼっている。

わかる。出庖区域別に出庖数をみると，開催区域の東端に

次に，三条「市」出居者の居住地分布を図 3に示同じくその西あたる 1番組に全体の45%の129庖，

した。この図から下記の 4点がわかる。端の 5番組には36%の104応が出屈していたことが

①まず分布範囲をみると，小数の例外的事例を除2番組と 3番組は合わせても19%のわかる。逆に，

けば，隣接する市場町(加茂・新飯田・燕・今町・53屈と出!苫が少なし、。すなわち，本町通りの東西両

見附〕を結ぶ範囲内となっている。ただしそれは三

条町を中心とした同心円状には分布せず，地域的な
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中間域に出!古が希薄なことは，本町通りの東西にあ
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図3 三条「市」出庖者の居住地分布

(1市場商高取調簿」より作成〉

偏在傾向が認められる。特に，三条町以北での分布

が顕著である。それとは逆に，五十嵐川中流域には

下大浦に 1人あるのみで，それ以東の下田郷からの

出屈はみられない。また，三条町以南の地域には，

今町と見附の町場をのぞくと吉野屋と坂井に各 1人

いるだけとなっている。それらの地域からの出居が

少ない理由は目下のところ不明であるが，三条町と

の距離的関係だけでは説明が不可能である2910

②居住地別の出活者数では，三条町から1.5km以

内に居住する者が63人 (31%)であり，そのうち三

条町内に居住する出庖者は38人 (19%)を占めてい

る30)。

③他の市場町からの出居者数は24人 (12%)であ

るが，加茂町に居住する者がそのうちの11人を占め

ている。また，居住地が最も遠くにある者は，小千

谷から縮みを販売する者と亀田から鰹節を販売する

者が認められた。

③読菜を販売する出活者は，下条・保内・大崎の

3集落に居住する 5人のほかは，すべて信濃川・中

ノ口川沿いの自然堤防上に立地する農村に居住地が

集中していることが注目される。したがって，それ

らの疏菜出居者は，自家生産物を販売する農家であ

ったと推定される。ただし，三条町内に居住する 2

人については，それぞれ上町，五の町であることか

ら，農家ではなく，小売(仲買〉業者による出腐と

思われる。
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図4 1"市」出居者の居住地別売り上げ金額

( 1"市場商高取調簿」より作成〕

では，売り上げ金額を居住地別にみるとどうであ

ったろうか。図4には，出居者数および品目の別を

問わず，出庖者の居住地ごとに売り上げ金額を集計

した結果を示した。まず，三条町から 1.5k血以内に

居住する出居者(全出庖者数の31，%)の売り上げ金

額の合計は， 1"市」売り上げ金額総数の3736を占め

ていた。ところが，他の市場町からの出庖者(同12

%)について売り上げ金額を集計すると，総額の43

%に達していたことがわかった。つまり，出庖者数

では少数であったが，売り上げ金額では他の市場町

からの出庖者の方が，三条町近辺からの出}苫者を上

回っていた事実が明かとなる。このことは，他の市

場町からの出庖者が「市」出庖を専業とするT行掛け

商人であったことをも意味するものといえよう。三

条「市」は，これら町場に居住する出庖者によって，

「市」売り上げ金額の80%が占められていたので、あ

る。

さて，このような三条「市」は，常設庖舗とどの

ような関係にあったとみられるであろうか。前述し

た庖舗商業の構成と「市」の出庖構成を次に検討し

てみよう。

品目別に，庖数および売り上げ金額について比較

したのが表4である。ただし，ここでは，比較にあ

たって常設広舗の年間売り上げ金額を 1日あたりに

換算し，また「市」の品目別売り上げ金額を 1庖あ

たりに換算して示した8110 まず両者の后数比に注目
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表 4 市」と常設庖舗の販売金額対比

庖 数 0) 1日あたり売り上 II/I 
販売品目 げ金額 (II

A(庖)1 B(庖)1 A/B A(円)1 B(円)1 A/B A(円)I B(円) A/B 

競 菜 100 7 14.29 20.92 7.36 2.84 .21 0.20 

鮮
魚物 14 16 0.56 10.78 21. 06 0.29 .77 1. 32 0.53 

四 十 9 14.93 1. 65 

穀 物 24 37 0.64 22. 78 35.97 0.63 .95 .97 0.98 

菜 子 16 i 0.50 3.77 11. 74 0.32 .47 .73 0.64 

太古 物石
19 17 0.12 73.31 28.38 2.58 3.85 1. 66 2.32 
26 55 0.47 52.43 70.98 0.73 2.01 1.29 1. 56 

間 物 10 17 0.59 3.26 13.93 0.23 .32 .82 0.39 

荒 物 3 24 0.13 3.90 60.20 0.05 .97 2.50 0.39 

雑 商 44 32 1. 37 6.35 9.89 0.64 .14 .31 0.45 

古金 鉄物 15 35 0.34 14.21 6.48 0.68 .95 .97 0.98 
8 14.31 

京氏 2 9 0.20 .40 14.41 0.02 .20 1. 60 o. 10 
古 本 L 4.79 4.79 

種油 . 桐油 6 0.57 11.33 4.99 0.87 1. 41 .93 1. 52 
蝋 燭 8 8.03 

材 木 13 0.23 36. 05 I 27. 40 1. 31 12.01 5.69 

合 計 1 2671 3川 0.86丙云 1369.16 1 0.70 I 24.26 Iム 701 1肝

( ~諸営業商金高取調表d]， ~市場商高取調簿』より作成) A: I市」出!苫， B:常設居舗

すると，読菜品目については「市」のほうがはるか

に多かったことがわかる。太物，雑商の品目でも常

設庖舗をしのぐ、「市」出庖数があった。また，疏菜，

太物，材木の 3品目は 1日あたりの売り上げ金額

において「市」の方が高かったといえる。さらに，

l人あたりの売り上げ金額を比較すると，太物，古

着，種油・桐油・白紙燭，古鉄・金物，材木の 5品目

では「市」での売り上げの方が常設庖舗よりも多か

ったことがわかる。

これらを総合すると，とくに疏菜および太物の 2

品目の流通については，常設庖舗よりも「市」に重

点があったとみてよいであろう。換言すれば 1回

の市日で計算する限りでは，務菜や太物を販売する

ためには，小売!苫舗を構えるよりは「市」に出庖し

た方が売り上げは高かったかと思われるのである。

しかし，通年的にみた場合，競菜は太物に比べ供

給できる期間が限られていたため， I市」への出庖

にはより大きな利点があったといえよう。

W 定期市存立の地域システム

これまで明治期の三条町における庖舗商業と定期

市商業の双方を分析してきた。その結果，明治12年

の三条「市」では読菜出庖数が最も多く，また読菜

は常設庖舗より「市」に流通の重点、があったことが

明らかとなった。さらに，その競菜出居者の居住地

は，信濃川・中ノ口川沿いの自然堤防上に立地する

農村に集中していたことがわかった。そして，読菜

を販売する農家出居者は，現在の定期市においても

多数を占めていることが報告されている問。

このような「市」出庖に占める農家出庖の比重の

高さには，どのような背景が考えられるであろうか。

その背景にある諸要素の連関こそが， I市」を存立

させてきた地域、ンステムとでも言うべきものである

と考えられる。ここでは，三条町周辺に居住した明

治期の農家が，どのような背景のもとに「市」へ出

庖を行ってきたのかを考察したい。

なぜ、多くの農家が「市」へ出活したのかを究明す

一 24ー



るには，当持の個々の農家の経営状況を詳細に分析

しそこに「市」出庖の契機や必然性を見いだす方

法が考えられる。しかし，そのような資料は得がた

く，仮に把握できたとしても，一戸の農家のそれが

どの程度他の農家出庖者を代表するものかを判定す

るのは，甚だ困難と言わざるをえなL、。また，聞き

取り調査によっても. i姑が出られなくなったので

私が出るようになったねIJと継起的出庖を理由とす

る農家出庖者が，現在ではほとんどを占めている。

このように多くの農家が「市」へ出庖する地域的

特性を把握する適切な指標を選定しにくいなかにあ

って. B. Harrisが定期市と住民の社会的・経済的

階層との関係を論じていることは注目に値する。石

原の報告によれば34 1 • B. Harrisはインド農村の定

期市調査から次の結論を得た。

「そこでの定期市は，売り手・買い手ともに主と

して社会的・経済的に下層の人々によって支えら

れている。これに対し，町の常設庖舗は経営者・

顧客ともに上層の人々によって構成されている。」

さらに. B. Harrisはその結果として，定期市シス

テムは都市、ンステムに対し独立しているとした。

既に述べてきたように，三条町「市」は，農村で

はなく町の常設庖舗の軒先に開催される点や，社会

的・経済的階層を強く規定してしまうインドのカー

スト制にあたるものがない点で，上記B.Harrisの

結論をそのまま本論文の対象地域について適用する

ことは性急といえよう。しかし 「市」の「売り手

・買い手」について，社会的・経済的階層という質

的側面に分析視点を置いている点は，三条町「市」

の分析にあたって参考とすべきものがあるように思

オつれる。

そこで，筆者は， このような B.Harrisの分析視

点に示唆をうけ，明、冶期において経済的に下層に位

置した住民(以下これを低所得者層と呼ぶ〕を量的

に把握することによって，多くの農家を「市jに出

!苫させた地域、ンステムを明らかにしたいと考える。

さて，上述の低所得者層を量的に把握するため，

筆者は，市町村制実施後普通選挙法実施前(1890年

~1925年)における市町村会議員選挙権無資格者の

現住戸数に占める比率を指標に選定した。その理由

は，次にあげる諸条件からである。すなわち，

①選挙権は厳密な審査にもとづくものであるから，

資料的信頼度が極めて高く，しかも全国的に共時

的かつ通時的な検討が可能で、あること。

②普通選挙法実施以前の市町村会議員選挙権の資格

基準が. i地租あるいは国税2円以上負担する者」

と規定されており，府県会あるいは衆議院のそれ

よりはるかに低い向。したがって， この資格を有

しない者は，土地を持たない小作農か商工業従事

者で，かつ低所得者であると認めざるを得ないこ

と。

③地域住民に占める低所得者層を量的に把握するこ

とによって，地域的な貧富の度合いを判定する最

も有効な尺度となること。

なお，算出するにあたっては次の式をもちいた。

低所得者層比率=~ß:空壁土選挙瞳主資豊幸
現住戸数

ここで，現住戸数を母集団としたのは，選挙権が

家族の成年男子 (25歳以上〉の戸主に与えられたた

めである。それゆえ. i地租あるいは国税2円以上

を負担する者」でも，未成年男子を戸主とする場合

や，成年男子であっても戸主でない場合などは無資

格者数にふくまれることとなる。しかしこのよう

な事例は全体のごく一部と推測され，また地域的な

動向をみるうえではなんら支障はないと見なすこと

ができると考える。

まず，低所得者層比率の全国的動向を把握するた

めに，市町村昔話実施以降の 4つの年次において府県

単位でその数値をみてみたa九その結果，低所得者

層の割合が4時点のいずれにおいても50%以上を示

す府県は，著しく高い東京・大阪をはじめ，それら

に隣接する神奈川や京都・兵庫・和歌山，そして愛

知であった。これらの府県平均比率が高いことはい
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ずれも，低賃金労働に従事する多くの商工業者によ

って支えられる大都市がふくまれていたことを意味

している。また，経年的変化において割合が急増す

る府県をみると，関東各県(栃木・群馬・埼玉・神

奈川). 岩手・秋田を除く東北4県， 東海2県(静

岡・愛知). 近畿では大阪・兵庫， 九州の福岡・長

崎・宮崎であった。そして，停滞している府県には，

東山道3県，四国 4県，九州の熊本・鹿児島があげ

られる。逆に，低所得者層比率が減少する府県は，

富山・石川|・福井の北陸3県と鳥取・島根の山陰2

県であることがわかった。要約すれば，近畿以西の

西日本は，福岡・長崎・宮崎，および山陰 2県を除

けば低所得者層比率の経年的増減は少なく，いたっ

て停滞傾向をしめしていたといえよう O それとは対

照的に関東以北の東日本では，低所得者層比率が急

増した傾向が明瞭に認められるのである87)O

このような全国的動向のなかで，新潟県は次のよ

うに位置づけられよう。すなわち，新潟県の低所得

者層比率は，東京・大阪のような突出的数値を示す

地域を除けば，全国的には平均的な数値であった。

かつ，新潟県は経年的にも若干の変動はあるものの，

ほぼ停滞していたと認められる。したがって，新潟

県は平均的な低所得者層比率の傾向を示していたと

言える。

ところが，新潟県内を郡市単位で、みた場合，そこ

には明瞭な地域的差異が認められるO 表5には1903

年〔明治36)以降8年間の郡市別比率の変化を示し

た38)。まず，北蒲原郡・中蒲原郡・西蒲原郡・南蒲

原郡の蒲原4郡，および三島郡において著しく高い

数値を示していることが注目される。とりわけ，中

蒲原郡・西蒲原郡・南蒲原郡にあっては，全16郡の

平均より約15%高い数値を示している。また，新潟

県内では，概して平野部でその比率が高く，逆に山

間部では低い傾向にあるように見えるが，平野部で

ある刈羽郡・中頚城郡でも低い数値を示しているこ

とから，必ずしも低所得者層比率は平野部で、高いと
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は言い切れない。また，高い数値を示す蒲原 4意tに

あっても，北蒲原郡・中蒲原郡とを比較すると，

1903年では両郡はほぼ同比率を示しめているが，北

蒲原郡では漸減，中蒲原郡では増大した結果. 1911 

年には約10%も中蒲原郡が高くなっている。

このように，新潟県内平野部の低所得者層比率に
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一様な傾向は見られないものの，高い比率を示す郡

市の分布に再び目をもどすと，近世期以降「市」が

存続してきた地域とほぼ一致していることが注目さ

れる39)。換言すれば， r市」が存続してきた地域は，

低所得者層比率が高く，そのことは同時に小作農や

零細な商工業者の多い地域であったことを意味して

いる。では，蒲原平野において低所得者層比率が高

いことが，具体的にどのようにして「市」での農家

出庖の多さに結びっくのかを，先学の研究を参考に

しつつ， r市」存立の地域、ンステムとして次のよう

な仮説を提示したし、。

a 低所得者層高率の恒常化

「市」存立の諸要素の連関作用を，地域システム

として具象化したのが図 5である 40)。まず，低所得

者層比率が高い事実は，具体的にはどのようなこと

が要因として求められるであろうか。これには直接

・間接に多くの因子が想定されうるが，それら諸因

脂問悶浪肪}Iリ[-f
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図5 r-市」存立の地域システム

子は大きく 2つに系列化されて上記事実に作用して

いると考えられる。すなわち，一つは自然的な要素

に強く規定された生産基盤で、あり，もうひとつは歴

史的・社会的な諸要素の作用系列である。それら 2

つの系列を，それぞれの作用の順序を含めて整理す

ると以下のようになる O

① 自然的要素に規定された生産基盤

蒲原平野は信濃川下流域にあたり， r高燥な部分

は丘陵と接する付近，自然、堤防沿い，砂堆などにみ

られるだけ41)Jで，大半が低湿地である。また，苦し

流する信濃mや，加茂川，五十嵐川による洪水常襲

地帯でもあった4九第三次大戦後，土地改良事業で

排水路の整備がなされるまでは，胸まで泥につかり

ながら田植えをしなければならない湿田が多かっ

た43)。このような地形的条件に加えて，冬期間の積

雪という気候的条件は，この地域の生産基盤として

「水田単作」農業を必然づけた。水田単作農業での

収穫時期は，秋だけに限られる。つまり，農家の収

入は出来秋のみということになる。換言すれば，そ

の農家経営においては，収入源は一元的で，かつ資

本の回転が年一回しかないこととなる。このような

生産基盤の特徴に対して，さらに前記自然、的要素

(洪水常襲・湿田〉が悪循環として作用し不安定

かっ低位の生産性を余儀なくされてきた。

② 歴史的・社会的諸要素

低所得者層が「土地を持たなし、小作農や零細な商

工業者」を示すことは，先に述べたとおりである。

したがって，高い低所得者層比率に直接作用してい

る要素には，高い小作農比率を指摘できる。ここで

は，さらにその高い小作農比率に作用する諸要素の

系列を考察する。小作農比率が高い背景には 2つの

因子があると考える。まずひとつは， r千町歩地主」

と形容される大地主制の確立である。この大地主成

立には，近世期の新田開発のうち商人資本による町

人請負新田に端緒をもつものと，明治期になってか

ら急速に土地を集積してゆくものの 2つのパターン
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がある44)。前者の場合は旧新発田藩領の北蒲原郡に

多く，小作農は町人請負新田と同時，すなわち近世

期に成立したこととなる 45)。しかし，信濃川以西の

蒲原平野て、は前述の地形的条件や割地慣行から後者

に属し，中小地主の没落を含め小作農は明治期以降

に急増する。小作農比率が高いもうひとつの因子は，

近世期，度重なる飢きんに対して他地域では間引き

や堕胎などの人為的人口抑制策をとったが，浄土真

宗が厚く信仰される越後においてはそれを拒絶した

ことがあげられる胡)。そのため農村人口は増大し，

限られた土地に対する過剰人口は小作農とならざる

を得なかったと考えられる。

以上，蒲原平野において低所得者層比率が高い要

因を. 2つの作用系列から説明した。

b.現金獲得の定常的機会

蒲原平野の低所得の小作農家が生計を維持してゆ

くためには，現金獲得の機会をより拡大しなければ

ならなかった。それには 2つの方向性が認められる。

ひとつは農閑期の出稼ぎである。社氏や米つき，屋

根葺，大工などは男仕事として，また毒消し売りや

角兵衛獅子などは女仕事としての出稼ぎであった。

また. 1綴まれれば越後からでも米つきにくる」と

いわれるまで、新潟県に出稼ぎが多かった背景には，

低所得ゆえの現金獲得以外にも，冬期間の家族人員

を1人でも減らして，限られた備蓄食糧の消費を抑

える目的があったことに注意する必要がある。

いまひとつは，現金収入の機会を定常化させるこ

とであった。そうすることによって，水田単作ゆえ

の年 1回の資本回転を補う必要があったので、ある。

具体的には副業的家内工業を行うか，自然堤防上の

限られた耕地を利用して，換金可能な作物栽培を行

うかであろう。副業的家内工業としては，近世中期

以降，蒲原平野のほとんどの農村で盛んとなった綿

織物業や47)，洪水常襲に疲弊する貧農による和釘生

産を発生起源とする三条の金物工業など48) 今日地

場産業化している産業の多くはおよそここにその端

緒がもとめられる。また，より高燥な自然堤防上の

耕地では，疏菜類をはじめ，明治期以降，梨・桃・

葡萄の栽培がおこなわれ，また一部では花弁などの

園芸農業が特化した49)。

そして，農家はそれらの定常的な現金獲得を目的

とした生産物を換金する場として. 1市」出庖を必

要とした。地方市場が整備される以前や農協を中心

とした共同出荷制が確立する以前においては. 1市」

出庖こそが主要な販売形態であった。加茂「市」の

朝市は，現在でも農家と業者の取り引きの場である

ことはそのー証左といえる 50)。また. 1市」出庖は

家族のうちのおもに重労働ができなくなった姑の役

割として支えられてきたので、ある。このように，現

金獲得の必要性にせまられた農家による出庖が，明

治前期の三条「市」を存立させていた重要な背景て、

あったと考えられる。

V おわりに

本稿は，東日本における定期市にとって転換期と

なった明治前期に注目し，三条町の常設庖舗商業と

定期市商業の機能的関係を明らかにすることにより，

「市」存立の要因を考察した。その結果を以下に示

し，全体のまとめとしたし、。

明治前期の三条町における常設応舗商業と定期市

商業を，広数および売り上げ金額から比較対照する

と. 1読菜」と「太物」の 2品目は，常設庖舗より

も定期市に流通の重点があったことがわかった。と

同時に，上記2品目は三条「市」を特徴づける重要

な出庖品目であった。さらに. 1競菜」を販売する

農家出居者の居住地の分布は，信濃川・中ノ口川沿

いの自然堤防上の集落に集中していることが明らか

となった。

筆者は，この農家出百数が全出庖数の 3分の lを

占めていることに着目し，それこそが「市」存立の

重要なー要因であると考えた。そして，農家に「市」

出庖を促す地域的要因を究明するため B.Harris 
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の見解に示唆をうけつつ，地域社会に占める低所得

者層の量的把握を試みた。その結果，新潟県内にお

いては，低所得者層比率が高い地域と「市」存続地

域が一致していた事実が指摘できた。そこで，農家

出庖と「市」存の関係を，地域的諸要素の連関作用

をうけた「地域、ンステム」として仮説提示した。再

言すれlま，水田単作ゆえの収入源の一元性，および

年 1固という低い資本回転率と，地主王国に象徴さ

れる高し、小作農比率が低所得者層比率の高さを恒常

化させていた。そのようななかで，農家が生計を維

持してゆくためには，現金獲得の定常的機会を持つ

ことによって，資本回転率を高める必要があった。

そのため副業的家内工業や，自然堤防上の限られた

土地を耕地化して読菜・果樹などの換金作物栽培が

おこなわれた。現在でも「市」での売り上げは単な

る小遣い稼ぎ以上の金額であるが，農協や地方市場

などの流通機構が確立するかは以前の明治前期にお

いては，なおのこと「市」出庖こそが低所得農家に

とって現金収入を得るための主要な方法であったと

いえる。

本稿ではかなり荒削りな仮説を提示したが，諸賢

の御教示を騒いつつ今後も検討を重ねてゆきたいと

考えている。(筑 波 大 ・ 院 〉
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